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わが社は社長が保有している土地に建物を建てています。会社は毎月地代を社長に払って

いますが、権利金等の支払いはありませんでした。この場合、法人が課税される場合がある

と聞きましたが、これはどういうことでしょうか？

解説
  

１． 権利金等の授受がなく、借地権が設定された場合

法人が権利金等の授受がなく借地契約が行われた場合、権利金相当額の贈与があったとみ

なされ、権利金相当額の認定課税の対象となります。権利金相当額の認定課税を避けるた

め「相当の地代の支払い」もしくは「土地の無償返還に関する届出書の提出」が必要です。

２． 相当の地代と土地の無償返還に関する届出書

１）相当の地代とは、その土地の自用地としての価額のおおむね６％程度の地代の

  ことをいいます。

２）「土地の無償返還に関する届出書」とは法人が借地権設定時に税務署に提出する届出書

  で、将来借地人等がその土地を、無償で返還することが定められているものです。

３． 概要

要するに…
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権利金の支払いがない借地権にかかる認定課税について

法人が安易に身内の土地に建物を建てると、課税を受けることがありますので、権利金の認

定課税の考え方を理解して、実際に課税される前に対策をしておきましょう。

法人が個人の土地の上に建物を建築する場合、権利金等の支払いがない場合は地主から権

利金相当額の贈与があったものとして、権利金相当額の認定課税が行われます。

権利金の授受なし

原則 例外

相当地代の支払い

なし あり

権利金の認定課税あり

無償返還の届出書あり

権利金の認定課税なし


